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　抄　録
専門学校教員資格の現状に関する一考察
　津  田  　  敏
1991（平成３）年、大学設置基準、短期大学設置基準の一部改正があった。それは大学全入時代へ
の前触れであり専門学校への問題提起でもあった。
本稿では、専門学校の問題点は存在意義と捉え、そこには教員資格の問題が含まれているという観
点から考察していく。学校教育法や大学設置基準等法的な面からアプローチする。
一条校である短大・大学の教員資格には確固たる規定がある。また、非大学セクターである大学校
においても短大・大学と遜色のない教員資格の規定がある。一方、専門学校の教員資格は、短大・大
学や大学校の教員、初等・中等教育機関の教員とも異なる規定である。専門学校の団体組織である全
専各連は、一条校化に際して、教員の学歴要件について、学位や称号等の区分に応じて教員資格を定
める必要があるとの見解を示している。中教審が打ち出した新学校種での教員資格については、実務
卓越性を重視するとだけで具体的な要件までには至っていない。
本稿は、専門学校の教員資格と短大・大学や大学校の教員資格との相違を明らかにするとともに、
専門学校の教員資格の現状を考察する。専門学校の教員資格を考察することは、専門学校の存在意義
を見出す新しい道への方向づけができるものと考える。
　キーワード：高等教育機関、一条校化、専門学校、教員資格、非大学セクター
Ⅰ．はじめに
1991（平成３）年、大学設置基準、短期大学
設置基準の一部改正があった。この改正は、少
子化における大学全入時代への前触れであり、
専門学校においては今日的問題点への提起でも
あった。
専門学校の今日的問題点とは、大きくは存在
意義についてである。少子化が進み、大学全入
時代に入り、ますます短大・大学との生徒獲得
競争が熾烈になっている。専門学校の近年の入
学者数の推移（図−１参照）を見ると、1991（平
成３）年の改正のあと減少が続いている。改正
の翌年1992（平成４）年を100とすると2009（平
成21）年には68に、2010（平成22）年は多少盛り
返したが73.2まで激減している。生き残りを掛け
て短大・大学との違い、他校との差別化、つま
り、専門学校の存在意義を示さなければ2009（平
成21）年以上に減少していく。これまでのよう
に、短大・大学は研究機関であり、専門学校は
職業教育機関だと割り切った存在意義の示し方
では認められないことが示されている。
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専門学校は、資格取得、即戦力をスローガン
に職業教育をおこなってきたが、1991（平成３）
年の改正以来、短大・大学においても資格取得、
職業教育に力をいれるようになった。短大・大
学と専門学校の境界線が曖昧になって来たので
ある。
専門学校の存在意義を考えるとき、短大・大
学においても資格取得、職業教育が試みられる
ようになった以上、今後も資格取得のみの教育
でよいのだろうかと疑念を抱く。梶原宣俊は、
「資格・検定の合格率のみを追うのではなく、
基礎からがっちりと教え、柔軟に変化に対応し、
応用していける能力を育成することに主眼を置
くべきである」（1）と指摘している。専門学校
の目標は、学校教育法では「職業若しくは実際
生活に必要な能力を育成」、財団法人専修学校
教育振興会の定義には、「職業や最新技術に関
連する、専門性の高い実務教育、もしくは実際
生活に必要な能力を育成」と記されている。原
清治は、専修学校は、「職業教育に必要な条件
や性格を中心に備えた学校であり」「産業社会
の構造に臨機応変に対応できることが求められ
る」（2）能力を養う教育機関であると述べている。
しかしながら、入学者数が減少しても専門学校
の取り組みに変化が見られない。資格取得教育を
続けている。この要因は、専門学校の教員資格、
質にあるのではないかと考え、専門学校の教員の
現状について考察する。専門学校の教員資格を考
察することは、専門学校の存在意義を見出す新し
い道への方向づけができるものと考える。
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いている。改正の翌年 1992（平成 4）年を 100とすると 2009（平成 21）年には 68に、
2010（平成 22）年は多少盛り返したが 73.2まで激減している。生き残りを掛けて短大・
大学との違い、他校との差別化、つまり、専門学校の存在意義を示さなければ 2009（平成
21）年以上に減少していく。これまでのように、短大・大学は研究機関であり、専門学校
は職業教育機関だと割り切った存在意義の示し方では認められないことが示されている。 
専門学校は、資格取得、即戦力をスローガンに職業教育をおこなってきたが、1991（平
成 3）年の改正以来、短大・大学においても資格 得、職業教育に力を れるようになっ
た。短大・大学と専門学校の境界線が曖昧になって来たのである。 
専門学校の存在意義を考えるとき、短大・大学におい も資格取得、職業 育が試みら
れるようになった以上、今後も資格取得のみの教育でよいのだろうかと疑念を抱く。梶原
宣俊は、「資格・検定の合格率のみを追うのではなく、基礎からがっちりと教え、柔軟に変
化に対応し、応用していける能力を育成することに主眼を置くべきである」(1)と指摘して
いる。専門学校の目標は、学校教育法では「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成」、
財団法人専修学校教育振興会の定義には、「職業や最新技術に関連する、専門性の高い実務
専門学校 大学
年度 入学者数
平成4年を基
準にした比率
入学者数
平成4年を基
準にした比率
平成元年(1989) 309,488 84.9% 476,786 88.0%
2年(1990) 339,125 93.0% 492,340 90.9%
3年(1991) 354,664 97.3% 521,899 96.4%
4年(1992) 364,687 100.0% 541,604 100.0%
5年(1993) 360,516 98.9% 554,973 102.5%
6年(1994) 343,256 94.1% 560,815 103.5%
7年(1995) 335,347 92.0% 568,576 105.0%
8年(1996) 335,590 92.0% 579,148 106.9%
9年(1997) 327,461 89.8% 586,688 108.3%
10年(1998) 315,483 86.5% 590,743 109.1%
11年(1999) 308,815 84.7% 589,559 108.9%
12年(2000) 313,718 86.0% 599,655 110.7%
13年(2001) 314,714 86.3% 603,953 111.5%
14年(2002) 326,632 89.6% 609,337 112.5%
15年(2003) 338,264 92.8% 604,785 111.7%
16年(2004) 335,102 91.9% 598,331 110.5%
17年(2005) 326,593 89.6% 603,760 111.5%
18年(2006) 300,834 82.5% 603,054 111.3%
19年(2007) 282,019 77.3% 613,613 113.3%
20年(2008) 254,749 69.9% 607,159 112.1%
21年(2009) 247,823 68.0% 608,731 112.4%
22年(2010) 267,077 73.2% 619,073 114.3%  
図‐1 学校基本調査より作成 
図ー１
学校基本調査より作成
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Ⅱ．専門学校について
Ⅱ-1　専門学校の設立と展開
専門学校は、1975（昭和50）年の学校教育法
の一部改正により専修学校*制度が設立し、翌
1976（昭和51）１月、専修学校設置基準が公布
されスタートした。専修学校の認可を受けた学
校は、４月の新学期は全国で893校にすぎなかっ
たが、年度内に約2,000校が認可を受け発足し
た。
1968（昭和43）年、日本の経済成長は著しい
ものがあり、GNPはアメリカについで世界第２
位となった。このような時代背景のもと専門学
校も追い風が吹き発展期へと入って行った。専
門学校の進学率は、1986（昭和61）年度に11％
台、1988（昭和63）年度は、12％台に乗って短
大を逆転した。専門学校へ進学する生徒は増加
した。1991（平成３）年７月、修業年限２年以
上の専門学校における学修を大学等が単位（大
学30単位、短大15単位）として認定する制度が
創設された。1994（平成６）年６月、２年制以
上の専門学校卒に「専門士」の称号付与が、専
修学校設置基準の一部改正として告示された。
1998（平成10）年６月、学校教育法が一部改正
され２年制以上の専門学校卒業生の短大・大学
への編入学が認められた。この改正により日本
の進路の選択肢が複線型の教育体系になった。
2005（平成17）年９月、文部科学省は学校教育
法施行規則の一部を改正し、一定の要件を満た
す４年制以上の専門学校卒に「高度専門士」の
称号と大学院入学資格の付与を告示した。2006
（平成18）年２月、全国専修学校各種学校連合
会は第54回定例総会において、「専修学校の一
条校化」にかかる重点目標の承認を受け、一条
校化の運動を推進することが決められた。一条
校との格差是正に向けて動きだしたのである。
文科省は「専修学校の振興に関する検討会議」
を設置し、専修学校についての検討が本格的と
なった。2009年６月、中央教育審議会は、2006（平
成18）年に改正された教育基本法において教育
の目標の一つとされたキャリア教育、職業教育
の観点から「新しい大学」の創設を打ち出した。
そして、現在に至っているのである。
＊専修学校は、専門課程・高等課程・一般課程の３
課程からなる。専門課程を有する専修学校は、専
門学校と称し、高等課程・一般課程を有しても専
門学校と称することができる。法的説明や高等課
程・一般課程を含む表現をする場合は専修学校と
表し、単に学校を表現する場合は専門学校と表す
る。本稿においてもそのように表現する。
Ⅱ-2　専門学校の今日的問題点　
専門学校が1975（昭和51）年にスタートして
から2010（平成22）年で35年となる。この間、
専門学校は決して順風満帆であった訳ではな
い。専門学校は、大学に進学希望をもっている
が入学できない者の受け皿と評され、誕生期か
ら多くの問題を抱えながら成長発展してきた。
専門学校が抱える大きな問題は、学校教育法第
一条に掲げている一条校に入ることができな
かったという学校制度に集約される。つまり、
一条校になれなかったために起こっている一条
校との格差や学校経営の問題である。日本の高
度経済成長期、バブル経済期には専門学校も入
学者が増加し充実した時期はあった。しかし長
年、一条校との多くの格差で苦しみ、学校経営
では経済面の困窮で喘いできた。
一条校と専門学校との大きな格差は、私立学
校振興助成費や就職活動支援である。一条校の
私立学校は、私立学校振興助成法により、国又
は地方公共団体より助成をされている。もちろ
ん、国又は地方公共団体は、専門学校に対して
も、国会の議決又は地方議会の議決を経て、助
成をおこなうことができる。しかし、その割合
は、各都道府県の私学助成金全体の２％ほどで
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ある。
専門学校は、私立学校振興助成費を受けられ
ないなかで自力経営をし、学生を教育し、社会
へ送り出している。立場を換えた言い方をすれ
ば、私立学校の短大・大学に在籍している学生
は、みずからが納めた学費に私立学校振興助成
費をプラスされた費用で教育を受けている。し
かし、専門学校に在籍している学生は、私立学
校振興助成費を受けることなく、学生が納めた
学費のみで教育を受けているのである。また、
文科省は、2009（平成21）年７月、短大・大学
に就職活動支援の取り組みを財政支援するとし
たが、同じ年代の学生である専門学校の学生も
就職活動はしているにもかかわらず、就職活動
支援は一銭も受けることができない。同じ年代
でありながら一条校に在籍している学生と専門
学校に在籍している学生では、金銭面の助成・
支援で大きな格差があるのである。
このように専門学校設立当初から格差の問題
はあった。そして、近年さらに専門学校に問題
が増えた。専門学校の存在意義という問題であ
る。1991（平成３）年の大学設置基準、短期
大学設置基準の一部改正があり、その翌年を
ピークに専門学校の入学者の減少が始まった。
（図−１参照）「あたかも専修学校化しようとし
ているかのようにも見える。」（3）「専門科目が
資格試験予備校の科目と事実上同一化してい
る」（4）と述べられているように、短大・大学
の資格取得教育、職業教育が始まったのである。
「短大・大学が専門学校と、一部、機能的に競
合するようになっており、そのため、専門学校
はその存在意義を再度問い直し、新たな活路を
見出さなければならなくなってきている。」（5）
と述べられているように、短大・大学は研究機
関で、専門学校は職業教育機関だと割り切った
形で存在意義を示せなくなって来たのである。
専門学校は、資格取得、即戦力をスローガンに
職業教育を設立以来35年間行って来た。社会に
おいても、専門学校は、資格取得、職業教育を
おこなっている学校であるとおおむね認識して
いる。しかし、いつしか専門学校は、資格取得
のみが教育の目標になっているきらいがある。
短大・大学が資格取得教育を行うことにより、
専門学校の特徴は消え去り、少子化と相まって
入学者の減少としてあらわれて来たのである。
資格を取得しなければ専門家として職に就け
ない職業がある。公的職業資格（国家資格）、
公的技能資格がそれである。資格にはほかに、
個人のスキルを高める民間技能資格がある。し
たがって、専門学校が、資格取得をスローガン
に資格取得教育をすることに対し全面的に否定
することはできない。しかし、短大・大学でも
資格取得、職業教育を行うようになった現在、
専門学校は、資格取得教育でいいのかという問
題が投げかけられている。専門学校の存在意義
の問題である。この存在意義の問題は、教員を
抜きにしては考えられない問題である。専門学
校の教員については専門学校設立当初から抱え
ている問題である。
　
Ⅲ．専門学校の教員資格
専修学校の教員は、「教育施設」の教員である。
「教育施設」の教員とはいったいどういう立場・
位置にある教員なのか。一条校化をめざす専門
学校にとって教員資格は大きな問題である。専
門学校の教員資格について、一条校の教員資格
と比較し違いについてみていく。
①学校教育法及び教育職員免許法、大学設
　置基準等から見る教員資格　
学校教育法第７条において、「学校には、校
長及び相当数の教員を置かなければならない。」
と規定されている。学校とは、学校教育法第１
条で定義されている幼稚園、小学校、中学校、
高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学
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及び高等専門学校のことである。大学において
は第92条で、「大学には、学長、教授、准教授、
助教、助手及び事務職員を置かなければならな
い。」とある。では専門学校はどのように規定
されているか。第129条において、「専修学校に
は、校長及び相当数の教員を置かなければなら
ない。」と謳われている。専修学校は、学校教
育法1条の「学校」ではなく「教育施設」であ
るが、「校長」と「相当数の教員」を置かなけ
ればならないとして、「教員」という扱いはな
されている。しかし、「教授」「准教授」「助教」・「教
諭」といったいわゆる役職名は規定されておら
ず、あくまで「教員」というだけに留められて
いる。一条校と専修学校の教員に対する法的な
役職名において差がみられるのである。
教員資格については、短大・大学の場合は、
文部省令・文部科学省令である「短期大学設置
基準」「大学設置基準」によって定められてい
る。大学の教授の資格は、大学設置基準第14条
において、「一　博士の学位（外国において授
与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、
研究上の業績を有する者」など６項目より規定
されている。准教授の資格については、第15条
において、「一　前条各号のいずれかに該当す
る者」など５項目から定められている。助教の
資格については、第16条の２において、「一　
第十四条各号又は第十五条各号のいずれかに該
当する者」など３項目が規定されている。
専門学校は「専修学校設置基準」によって定
められている。専修学校設置基準第18条におい
て、まず専門学校の教員規定が謳われている。
「一　専修学校の専門課程を修了した後、学校、
専修学校、各種学校、研究所、病院、工場等（以
下「学校、研究所等」という。）においてその
担当する教育に関する教育、研究又は技術に関
する業務に従事した者であって、当該専門課程
の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算
して六年以上となる者」など６項目からなる。
端的に述べるならば、２年制の専門学校を卒業
して４年間その専門学校で教育業務に従事して
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表3-1　専任教員の基礎学歴別人数 (　　)内は％
分野
大学院
修士以
大学卒 短大卒
専門
学校卒
その他 合計
(11.0) (45.0) (9.3) (27.1) (7.6) (100)
123 506 104 305 85 1,123
(2.7) (43.2) (18.9) (25.7) (9.5) (100)
2 32 14 19 7 74
(5.0) (20.8) (10.2) (59.0) (5.0) (100)
32 134 66 381 32 645
(1.9) (27.3) (7.8) (59.7) (3.3) (100)
3 42 12 92 5 154
(2.5) (30.2) (8.3) (52.0) (7.0) (100)
6 73 20 126 17 242
(42.9) (40.8) (10.2) (4.1) (2.0) (100)
21 20 5 2 1 49
(5.9) (59.1) (8.8) (19.1) (7.1) (100)
30 300 45 97 36 508
(0.5) (11.8) (17.3) (69.7) (0.7) (100)
4 98 144 581 6 833
(29.6) (50.2) (3.8) (15.4) (1.0) (100)
85 144 11 44 3 287
(7.8) (34.5) (10.7) (42.1) (4.9) (100)
306 1,349 421 1,647 192 3,915
医療（私立）
農業
工業
合　　計
文化・教養
家政
商業実務
教育・社会福祉
衛生
医療（国・公立）
 
 
 
② 修学校教育振興会規定から見る専修学校の教員資格 
  
専修学校には財団法人専修学校教育振興会という組織がある。この専修学校教育振興会
は、専修学校について「職業や最新技術に関連する、専門性の高い実務教育、もしくは実
際生活に必要な能力を育成、または教養の向上をはかるための学校群」と定義づけ、「専修
学校及び各種学校の教職員の資質向上を図るとともに、その教育及び経営に関する調査研
究等を行い、もって専修学校等における教育の発展に寄与する」という目的で教員研修を
実施している。専修学校教員にとって必要な基礎的知識の習得を目的に、教職科目を中心
とした研修会を行っている。研修科目は 8科目、48時間の研修である。具体的な研修科目
としては、教育方法論、教育概論、教育心理学、青年心理学、教育制度論、職業教育論、
専修学校教育論、総合自由科目である。 
このように教育振興会は努力しているのであるが、この研修は専修学校の教員に対し必
須ではなく任意参加であるため、また、この研修にメリットがないとの理由で受講希望者
が少ないのが現状である。しかし、教員に対し教育的な試みはしているのである。 
 
関口 義著「専修学校全論/1975-2000」248頁より作成 
表３−１　専任教員の基礎学歴別人数 （　）内は％　　　　　　　
関口　義著「専修学校全論 /1975-2000」248 頁より作成
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いれば、その専門学校の教員になれると謳って
いるのである。
「専門学校卒の教員が総数の４割をこえてお
り」（6）と指摘されているように、この第18条
第１項の規定に則って専門学校の教員となって
いる教員は多く存在する。表３−１から見て、
特に多いのが衛生、医療、家政分野である。衛
生分野において52％と半数の教員が専門学校卒
業の教員であり、医療分野においては59％を越
えた値が出ており、およそ10人に６人が専門
学校卒業の教員である。家政分野に至っては
69.7％とおよそ10人に７人までが専門学校卒業
の教員ということになる。工業分野、農業分野
においても４人に１人は専門学校卒業の教員で
ある。明らかに短大・大学の教員になるための
システムとは違うことが分かる。
②専修学校教育振興会規定から見る専修学
　校の教員資格　
専修学校には財団法人専修学校教育振興会と
いう組織がある。この専修学校教育振興会は、
専修学校について「職業や最新技術に関連する、
専門性の高い実務教育、もしくは実際生活に必
要な能力を育成、または教養の向上をはかるた
めの学校群」と定義づけ、「専修学校及び各種
学校の教職員の資質向上を図るとともに、その
教育及び経営に関する調査研究等を行い、もっ
て専修学校等における教育の発展に寄与する」
という目的で教員研修を実施している。専修学
校教員にとって必要な基礎的知識の習得を目的
に、教職科目を中心とした研修会を行っている。
研修科目は８科目、48時間の研修である。具体
的な研修科目としては、教育方法論、教育概論、
教育心理学、青年心理学、教育制度論、職業教
育論、専修学校教育論、総合自由科目である。
このように教育振興会は努力しているのであ
るが、この研修は専修学校の教員に対し必須で
はなく任意参加であるため、また、この研修に
メリットがないとの理由で受講希望者が少ない
のが現状である。しかし、教員に対し教育的な
試みはしているのである。
③専門学校分野別各養成所から見る教員資格
専門学校には、「工業関係」「農業関係」「医
療関係」「衛生関係」「教育・社会福祉関係」「商
業実務関係」「服飾・家政関係」「文化・教養関
係」の８分野がある。これらの分野のなかには
公的職業資格（国家資格）や公的技能資格を取
得しなければその職業に就けないことから、資
格を取得させるための学科が専門学校には存在
する。専門学校では次の4つの形態によって資
格を取得することができる。（7）
①専修学校を卒業することにより資格取得ができる
形態である。工業分野の測量士補国家取得、衛生
分野の栄養士や調理師の公的資格、教育・社会福
祉分野の保育士、幼稚園教諭（２種）、介護福祉士
の国家資格や公的資格等。
②専修学校を卒業後一定の実務経験で取得できる形
態である。工業分野の測量士、第２種電気主任技
術者や第３種電気主任技術者の国家資格。
③専修学校を卒業と同時に国家資格や公的資格の受
験資格が取得できる形態である。工業分野の建築
士（２級・木造）や自動車整備士（２・３級）危
険物取扱者（甲種）等、また医療分野の看護師、
歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、理
学療法士、作業療法士等、衛生分野では製菓衛生師、
理容師、美容師、商業実務分野の社会保険労務士、
税理士等、文化・教養分野では学芸員等。
④専修学校を卒業後一定の実務経験で国家資格の受
験資格が取得できる形態である。工業分野の１・
２級土木施工管理技士、１・２級建築施工管理技士、
農業分野の２級造園施工管理技士、衛生分野では
管理栄養士、教育・社会福祉分野では精神保健福
祉士、社会福祉士等。
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このような公的職業資格（国家資格）を取得
させる専門学校の場合、養成所としての学校養
成所指定規則があり教員についての規定がある。
看護師等を例に取ると、昭和26年８月文部省・
厚生省令第１号として保健師助産師看護師学校
養成所指定規則が定められた。看護師学校養成
所の指定基準は、第4条4項において「別表三に
掲げる各教育内容を教授するのに適当な教員を
有し、かつ、そのうち八人以上は看護師の資格
を有する専任教員とし、その専任教員のうち一
人は教務に関する主任者であること。」と規定
されている。
また、看護師の任意団体である社団法人日本
看護協会では、社団法人日本看護協会を頂点と
して各都道府県看護協会と都道府県の行政とが
連携をして都道府県が主催者となり、都道府県
保健師助産師看護師実習指導者講習会をおこ
なっている。（表３−２参照）
このように国家資格を取得する分野において
は、文部省・厚生省令又は文部科学省・厚生労
働省令による学校養成所指定規則が定められて
いる。そして、それに基づいて各分野の任意団
体は、すでに教員となっている者、予定されて
いる者、なることを希望している者に対し教員
養成講習会を実施し、養成に携わる者に必要な
知識・技術を修得させ、教育の内容の充実向上
を図っている。しかし、国家資格を取得する分
野であってもどの分野の任意団体がこうした教
員養成講習会を実施している訳ではない。
Ⅳ．全専各連の提起
2006（平成18）年２月、全国専修学校各種学
校総連合会は、「専修学校が学校教育法第１条
に規定されていないことに起因する、専修学校
やその学生生徒が受けているさまざまな格差を
解消する必要がある」（8）として、専修学校を
学校教育法第１条に規定される「学校」とする
ことを求め、具体的な要望活動を展開するとし
て一条校化運動を掲げた。
翌2007（平成19）年、全専各連は、ブロック
会議１条校化推進運動第1次報告「新しい専門
学校制度の在り方（専門学校の将来像）」で、
一条校化への基準・要件等の概要をあげている。
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表3-2　授業講習科目及び時間数
区  分 教育内容 授業科目 時間数
［基礎分野］ 60
看護教員として必
要な基礎
  論理学 27
知識を学ぶ   哲学 15
  情報科学 9
  発達心理 9
 ［教育分野］ 90
教育に関する分
野
  教育の基盤   教育原理 30
教育の原理を系統
的に学ぶ
  教育方法 15
  教育心理学 30
  教育評価 15
 ［専門分野］ 708
看護に関する分
野
  看護論   看護論 30
看護学の教授、学
習活動に
  看護論演習 30
関する理論を学ぶ   看護教育学   看護教育論 18
  看護教育制度 15
  看護教育課程   看護教育課程 60
  看護教育課程演習 150
 （専門領域別演習含）
  看護教育方法   看護教育方法 90
  看護教育方法演習 90
  看護教育実習   看護教育実習 90
  在宅看護実習 30
看護教育評価   看護教育評価 30
  研究   研究方法 60
  看護学校経営   看護学校管理 15
 ［その他］ 72
看護教員として
の自己啓発
  文化人類学 9
を促す   社会保障論 15
  特別講義 21
  その他 27
総 時 間 数 930
看護教育の基
礎
 
 
 
 
愛知県主催 看護研修センター 平成 21 年度看護教員養成講習会実施要綱より作成 
表３−２　授業講習科目及び時間数
愛知県主催　看護研修センター　平成 21 年度看護教員養成講習会実施要綱より作成
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その中の一つに、教員資格及び教員数がある。
教員資格要件は、「一定の学位や称号等を基礎
資格とし、特に実務又は業務実績等を重視する
基準を新たに規定することが適切である。」（9）
という内容を打ち出した。全専各連は、一条校
化にあたって現行の専門学校の教員資格では教
育の質を保証することができないと判断し、新
たに学歴要件を提起したものと推察できる。な
ぜなら、現在の専門学校教員に対して次のよう
な声があるからである。
竹内繁は、「専門学校の教員の質の向上とい
う問題は、大きなテーマです。」（10）と、専門学
校の教員の質に対して疑問を呈している。松元
淳は、「専門学校の先生方がもっと積極的に学
会へ参入されて、研究成果を学会の機関誌へ発
表するくらいにならないと、」（11）と、専門学校
の教員に対して研究力に要望を込めて述べてい
る。また、梶原宣俊は、「専門学校は実力養成
の教育機関であり、実学の府であるから、何よ
りも豊かな実務経験と秀れた教育技術とが求め
られてくる。」（12）と教員の実務経験・教育技術
に要望を抱いている。関口義は、「職業や実際
生活に有用な教育ということが専門学校の特質
であっても、そこに学問的な基礎がなければ、
これからの高度な産業社会で活躍する人材養成
は十分な成果があがらないでしょう。」（13）と教
員の学問的な基礎力を求めている。これら諸氏
は、現在の専門学校の教員に対して、教員の質
や研究力、教育技術、さらには学問的基礎力に
対して疑問を呈しているのである。
専門学校の教員は、これら数々の問題点を指
摘されて来た。そして、一条校化の運動の中
で、教員資格について考察する必要性があると
の観点から全専各連は学歴要件を提起した。な
ぜ教員資格が問われ提起されなければならない
のか。つまりは、一条校の教員資格と専門学校
の教員資格に相違があり、教育の質や教員資格
に問題があるからである。
Ⅴ．問われる専門学校の教員資格と質
全専各連が一条校化を推進しているが、専門
学校が一条校ではないことを、意識の問題では
なく教育を受けていないことから知らない専門
学校教員が専門学校には存在する。しかし中に
は、専門学校の専門性を自負し、教員資格にお
いては高等教育機関である以上、高度な学力を
もつことが望ましいと自己研鑽をしながら一条
校化を望んでいる教員がいる。このように、専
門学校は、専門学校卒の教員から大学院修了の
教員まで学歴の違う、実務経験の違う教員が混
在している学校なのである。
一方、教員でも初等・中等教育機関の教員は、
教科に関する科目はもちろんであるが、教職に
関する科目も履修している。教職に関する科目
には、教職の意義等に関する科目、教育の基礎
理論に関する科目、教育課程及び指導法に関す
る科目、生徒指導、教育相談及び進路指導等に
関する科目があり、例えば教育職業論や教育原
理、教育心理学、教育法概論、道徳教育論等定
められた科目を履修して教育職員免許状を取得
している。短大・大学の教員は、ほぼ全員が大
学院の修士課程（大学院博士前期課程）を修了
し、修士の学位以上を取得している。
専門学校の教員の中には、専門学校は短大・
大学とは違うので、短大・大学の教員と同じ資
格は必要ない（図５参照）との思いをもってい
る教員がいる。しかし、一条校の教員の中には、
専門学校卒で専門学校の教員になれる専門学校の
教員資格について疑問を持っている教員もいる。
一般社会人は、初等教育機関から高等教育機
関までの学校と名のつくところで働く教員は、
教員資格をもっていると認識しているであろう
し、また、専門学校卒後４年の実務経験で教員
として勤務することができることについては知
らないと推察する。専門学校卒後の専門学校で
の実務経験は、実際に企業なり研究機関なりで
専門学校教員資格の現状に関する一考察
127
実務を重ねて来た経験ではない。専門学校に籍
を置き、校内での経験を４年間積んだ長い実習
といったものである。実務経験とは言い難いの
である。
専門学校の今日的問題として、存在意義の問
題がある。それは、入学者が激減していること
がある。要因は、短大・大学においても資格取得、
職業教育がなされていることがあげられる。し
かし、専門学校の資格取得教育はいっこうに変
わりなく行われている。なぜ、このような状況
であるにもかかわらず、存在意義を求めず資格
取得教育が行われ続けているのか。その要因は、
教員資格、教員の質にあるのではないだろうか
と推察するのである。つまり、専門学校の教員
にとって自らが学んで来た方法のみが教育なの
である。専門学校の教員には、教育の質や研究
力、教育技術、さらに学問的基礎力は問われな
いのである。関口義を初め諸氏が疑問を呈して
いたものは、専門学校の教員には必要性を感じ
ないのである。専門学校の存在意義は、教員資
格、教員の質に問題があるのではないか。よっ
て、専門学校の存在意義は、教員資格、教員の
質が問われていると考えるのである。
Ⅵ．大学校の教員資格
専門学校は、大学と同じように高等教育機関
に属するといわれているが、大学とは法的にも
教員資格制度においても明らかに違う。非大学
セクターに属する教育機関といえる。その非大
学セクターに属する学校が他にも存在する。大
学校である。大学校は学校基本法にも規定がな
い、「大学校」についての法律もない教育訓練
施設としての学校である。
大学校には省庁の文教研修施設と研修を行う
ために独立行政法人が設置する施設の２施設が
ある。非大学セクターとしての大学校は省庁の
文教研修施設をいう。例えば、防衛省が設置す
る防衛大学校、防衛医科大学校。海上保安庁が
設置者である海上保安大学校、気象庁が設置者
の気象大学校、独立行政法人国立国際医療研究
センターが設置する国立看護大学校、独立行政
法人水産大学校が設置する水産大学校、独立行
政法人雇用・能力開発機構が設置する職業能力
開発総合大学校などがある。これらの大学校の
うち就業年限４年の学校は、学校基本法にも規
定がない学校であるが、卒業時に大学と同じよ
うに「学士」の学位が授与されるのである。例
をあげれば、防衛大学校（本科）、防衛医科大
学校（医学科）、海上保安大学校（本科）、気象
大学校（大学部）、国立看護大学校（看護学部）、
水産大学校（本科）職業能力開発総合大学校（長
期課程）等である。このうち、防衛大学校や国
立看護大学校、水産大学校、職業能力開発総合
大学校においては研究科の課程をもち、修士の
学位を、防衛大学校、防衛医科大学校において
は博士の学位を取得できる課程があるのであ
る。
大学校の教員資格についてはどうか。海上保
安庁が設置者である海上保安大学校を例にとる
ならば、海上保安大学校の名称、位置及び内部
組織に関する庁令の第５条で「海上保安大学校
- 11 - 
Ⅴ．問われる専門学校の教員資格と質 
 
全専各連が一条校化を推進しているが、専門学校が一条校ではないことを、意識の問題
ではなく教育を受けていないことから知らない専門学校教員が専門学校には存在する。し
かし中には、専門学校の専門性を自負し、教員資格においては高等教育機関である以上、
高度な学力をもつことが望ましいと自己研鑽をしながら一条校化を望んでいる教員がいる。
このように、専門学校は、専門学校卒の教員から大学院修了の教員まで学歴の違う、実務
経験の違う教員が混在している学校なのである。 
一方、教員でも初等・中等教育機関の教員は、教科に関する科目はもちろんであるが、
教職に関する科目も履修している。教職に関する科目には、教職の意義等に関する科目、
教育の基礎理論に関する科目、教育課程及び指導法に関する科目、生徒指導、教育相談及
び進路指導等に関する科目があり、例えば教育職業論や教育原理、教育心理学、教育法概
論、道徳教育論等定められた科目を履修して教育職員免許状を取得している。短大・大学
の教員は、ほぼ全員が大学院の修士課程（大学院博士前期課程）を修了し、修士の学位以
上を取得している。 
専門学校の教員の中には、専門学校は短大・大学とは違うので、短大・大学の教員と同
じ資格は必要ない（図 5参照）との思いをもっている教員がいる。しかし、一条校の教員
の中には、専門学校卒で専門学
校の教員になれる専門学校の教
員資格について疑問を持ってい
る教員もいる。 
一般社会人は、初等教育機関
から高等教育機関までの学校と
名のつくところで働く教員は、
教員資格をもっていると認識し
ているであろうし、また、専門
学校卒後 4年の実務経験で教員
として勤務することができるこ
とについては知らないと推察する。専門学校卒後の専門学校での実務経験は、実際に企業
なり研究機関なりで実務を重ねて来た経験ではない。専門学校に籍を置き、校内での経験
を 4年間積んだ長い実習といったものである。実務経験とは言い難いのである。 
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（資料）津田敏 修士論文「教員資格から考察した専修学校の一条校化」2010年 P47 
 （χ 2=34.264、df=20、p<0.05） 
 
図 5 専門学校の教員資格についてどう思うか 
図５　専門学校の教員資格についてどう思うか
（x2=34.264、df=20、p<0.05）
（資料）津田敏　修士論文　　　　　　　　　　　　　　　
「教員資格から考察した専修学校の一条校 10 Ｐ 47
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に、教授、准教授及び助教を置くほか、必要に
応じ講師を置く。」「２　教授は、専攻分野につ
いて、教育上、研究上又は実務上の特に優れた
知識、能力及び実績を有する者であって、学生
を教育し、研究に従事する。」など５項目から
なっている。非大学セクターである大学校にお
いても、短大・大学の教員資格とほぼ同じ内容
で規定され、教授、准教授、助教、講師を配し
ているのである。
Ⅶ．まとめ
学校教育法など法規定から見る教員資格は、
短大・大学の教員資格に対し、専門学校の教員
資格は明らかに異なっている。また、非大学セ
クターである大学校の教員資格は、学校基本法
に規定がなく、大学校についての法律もないが、
短大・大学の教員と遜色のない教員規定がある。
専門学校は、入学資格要件が短大・大学と同
じく高校卒であり、法的に短大・大学に編入学
ができ、４年制専門学校卒は大学院への入学資
格があるように高等教育機関に属する位置づけ
がなされている。よって専門学校の教員資格は、
短大・大学、大学校と同じような教員資格に整
えなければならないと考える。そうでなければ
矛盾が生じる。現に生じている。専門学校卒の
教員が教える学生が、修士以上の学位を持った
教員が教える短大・大学に編入学や入学を果た
すことが可能だからである。専門学校から大学
へ編入学ができることや４年制の専門学校から
大学院へ入学することができるといった学校制
度的に法的に解釈して納得がいったとしても、
教員資格から解釈したとき、大学の教員サイド
から見たとき、専門学校卒の教員と修士以上の
学位をもつ大学教員とが同じライン同レベルの
扱いを受ける、矛盾した納得のいかない制度で
あるからである。専門学校の教員資格は、短大・
大学、大学校と同じような教員資格に整えなけ
ればならない。
また、専門学校の教員は、学歴のばらつきや
実務経験の異なる者が教員として従事している
ことからも教員資格を統一する必要があると考
える。「大学教員の採用基準を厳格にすべきだ。
最も客観的な評価基準である博士号取得を義務
づけたうえ・・・」（14）と大学教員に対する基
準さえ厳格化すべきであるとの意見があるくら
いである。もちろん、「社会で経験を積んだ人
間が教壇に立つことには意義がある」（15）、「各
大学がそれぞれ掲げる研究や教育の目標に沿っ
て慎重に採用し、研修、評価などで教員の質を
高く保つ」（16）といった実務家教員の採用を重
んじる意見もある。しかし、現在の専門学校の
教員資格には、上記２点の理由から専門学校の
教員資格は、短大・大学、大学校の教員と同じ
ような資格が必要であると考える。
2009年中央教育審議会は、職業教育に絞った
構想から「新学校種」創設を打ち出した。今日
の専門学校は、その「新学校種」構想に合致す
るだろうか。専門学校教員は、資格取得教育が
できても職業教育はできるであろうか。担う科
目の資格は取得しているが、職業教育ができる
能力は備わっているだろうか。職業教育は、職
業に就く能力育成である。専門学校は、設立以
来資格取得、即戦力をスローガンに職業教育を
行って来たと言っている。しかし、専門学校が
言っている教育は、資格取得教育であり、就職
に就くためのパスポート取得教育である。明ら
かに職業教育とは言えない教育である。専門学
校の教員資格を、短大・大学、大学校と同じよ
うなレベルにするならば教員の基礎力が上が
り、教育内容が変わることが期待できる。決し
てこのままの資格取得教育が続くことはない。
よって職業教育も可能となると考える。
専門学校の教員資格は、学問的基礎を備えた
教員、学位としては修士以上とし、実務は、第
三者が認める実績を重んじる実務とする。第三
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者が業界で認める場においての成果発表や実務
業績を問う必要性がある。曖昧な実務経験、社
会に出て何年といった形だけの実務経験でも、
誰にでも当てはまるような社会経験であっても
ならない。公の者が評価した実績を持つ実務経
験としなければならない。看護師を例に取れ
ば、単に病院で数年働いていたという経験では
なく、看護師協会や学会において成果を発表し
た、実務経験から体得した内容を論文にしたと
いった教員としての基礎力をもって実務経験と
する規定を設ける必要がある。
しかし、修士以上という規定には問題がない
わけではない。専門学校を母体とする大学院大
学を持つ学校がほとんどないということであ
る。あっても情報大学院大学等分野、地域に偏
りがあり、修士の学位習得は現段階の専門学校
では難しい。大学に頼るしか取得方法はない。
現段階で専門学校の教員資格を修士以上とする
ならば、教員資格から解釈すれば前述したよう
に矛盾するが、大学との連携を構築していかな
ければならない。４年制の専門学校は、2005（平
成17）年大学院受験資格を認められているので
問題はない。２年制、３年制の専門学校につい
て、大学に理解を求め、編入学を積極的に受け
入れてもらい、大学院への道を開くことである。
専門学校の分野については大学が開講している
ので問題はない。学校制度を整えるより、明ら
かにスムーズな教員養成が行えることは間違い
ない。
大学においては、編入学や大学院への入学者
の確保と大学院から専門学校の教員への就職の
ルートが増えるというメリットもあり積極的に
進めることができる制度であると考える。
専門学校には今日まで35年間培って来た教育
の体質がある。専門学校で教える教員資格、質
の問題ともいえる。専門学校の教員資格を整え
ることは専門学校が資格取得教育から脱皮がで
きる方向へ大きく踏み出すことであり、ひいて
は専門学校の存在意義を見出す新しい道への方
向づけができるものと考える。
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